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DC運営  重みを増す継続教育

齋藤 順子（さいとう じゅんこ）

特定非営利活動法人 確定拠出年金教育協会 理事長

2002年協会設立。企業型DC担当者の意識調査をは
じめ、セミナーや冊子の発行などを通じて企業型DCの担
当者にDC運営に関する情報を提供し続けている。自動
移換ゼロを目指して始めた「iDeCoナビ」は現在、月間15
万人が利用する。

企業年金
総合プランナー

	 04	 特集1	 公的年金財政検証と今後の年金改革の動向	

				    菅谷和宏/三菱UFJ信託銀行 年金コンサルティング部 主任調査役

	 08	 特集2	 DB・DC法改正につながる令和2年度税制改正大綱のポイントと、
			   企業年金・個人年金部会の議論の取りまとめについて　			 

		

	 14	 DCプランナーのためのスキルアップ塾
			   「公的年金」  障害年金の概要と知っておきたい認定実務等
			   　高橋裕典/高橋社会保険労務管理事務所 社会保険労務士
			   「企業年金」  中小企業向けの確定拠出年金制度の種類と比較
			   　田坂康夫/せたがやお金の教室 代表
			   「投資教育」  スマホでかんたん投資教育
			   　大井幸子/武蔵野大学 客員教授
			   「生活設計」  2,000万円問題を考える～若年層の資産形成サポートに必要なこと～
			   　髙岡和佳子/ニッセイ基礎研究所 主任研究員

	 02	 年金春秋　DC運営  重みを増す継続教育
		  　齋藤順子/特定非営利活動法人 確定拠出年金教育協会 理事長

	 10	 ケーススタディ 企業年金制度統合に伴う課題と対応～終身年金神話からの脱却と制度理解促進への取り組み～
		  　佐々木健司/AIG企業年金基金 常務理事 

	 12	 iDeCoとNISAの活用を考える 人生１００年時代に向けた資産寿命を延ばす税制優遇制度の活用
		  　伊藤久美子/日立キャピタル企業年金基金 事務長

	 22	 BOOK review/年金・退職金関連書籍のご紹介

	 23	 DATA REVIEW/長寿化と介護に関する各種統計データ

2020

第35号

contents

		 発行人	 杤原 克彦
		 企画・編集・発行	 日本商工会議所　商工会議所年金教育センター
			  〒105-0012 東京都港区芝大門一丁目1番30号 芝NBFタワー
			  TEL. 03-6402-6154　FAX. 03-6402-6150
			  URL　https://www.kentei.ne.jp/
			  本誌内容に関するお問い合わせはE-mail（nenkin@jcci.or.jp）までお願いします。

			  ※本誌の掲載記事・写真等の無断複写・複製・転載を禁じます。

次号のお知らせ 　第36号は2020年8月に発行する予定です。ご期待ください。

　企業型確定拠出年金（企業型DC）の加入者は700万人を超

え、厚生年金に加入する勤労者の5人に1人という規模になりま

した。

　2016年改正DC法によって継続教育が努力義務化されたこ

とは周知のとおりですが、その実施率の向上や実効性を一層

高めることが企業に求められています。最近の厚生労働省社

会保障審議会企業年金・個人年金部会では、年金ガバナンス

も議題として取り上げられ、「制度を健全に運営するための体制

整備」というガバナンスの考え方は企業型DCにも有効であり、

かつ適用されるものであるという見解が示されました。事業主

は制度運営に関する最終責任を負う立場として、①投資教育を

行う、②運用の方法は事業主も関わってモニタリングし必要が

あれば見直す、③運営管理機関を評価する、ことを通じて加入

者等の資産運用支援を行わなければなりません。企業型DC

における年金ガバナンスの強化は、継続教育の確かな実行を

企業に求めることになります。

　もう1つ企業型DCの継続教育の重要性が指摘されている点

として、2018年6月に改訂されたコーポレートガバナンス・コー

ド（CBC、企業の行動原則）の原則２-６の「企業年金のアセッ

トオーナーとしての機能発揮」が挙げられるでしょう。上場企

業に対して企業年金の安定した資産運用の取り組み体制を求

めるものですが、DC年金においては従業員への投資教育の

実施がそれに当てはまります。従業員の安定した資産運用は、

投資教育によってもたらされると考えられるからです。さらに

CBCでは施策の実施内容について企業に開示を求めていま

す。実施しない場合は実施しない理由を明らかにする必要が

あります。時代は見える化と説明責任の方向に進んでおり、こ

の流れは戻ることはないでしょう。DCも例外ではありません。

　担当者としては手に余る厄介なことと気を重くしてしまうかも

しれませんが、見方を変えれば、これはもはや企業のマネジメ

ント・レベルの問題。継続教育が経営的なテーマにつながっ

ていることを上層部に気付いてもらうことができれば、現場の

継続教育の取り組みやすさも格段に違ってくるはずです。

　それでは実際の継続教育の状況はどのようになっているの

でしょうか。

　私たちの協会が15年にわたって実施しているDC導入企業

の担当者意識調査によると、継続教育を過去3年間に実施し

ている企業の割合は約6割で、担当者の制度運営上の悩みは

「従業員の関心の低さ」「継続教育のあり方」などコミュニケー

ションの問題とする割合が8割以上となっており、継続教育は

常に制度運営上の大きなテーマです。

　さて気になるのは、従業員の実態を「知らない」担当者の割

合が10 ～ 20％の間で一定程度あることです。例えば、社員の

元本確保型商品の選択率がどの程度か、運用商品について加

入者がどの程度識別できているのか、マッチングの利用状況が

どの程度かといった実態を、「分からない」と回答しているので

す。さらに継続教育を実施した効果や良かったと感じることに

ついて「ない」との回答も16.5％となっています。

　継続教育は、加入者の実態把握から始まります。

　DCの導入目的も、退職給付制度に占める割合も位置づけ

も、さらには業種も従業員属性も異なるなかで、万能の継続教

育は存在しません。継続教育には正解もありません。つまりは

企業自らが加入者の状況に応じて課題設定し、それを解決す

るようPDCAを繰り返していくしかありません。そのプロセス責

任が企業に問われるのです。

　OECDは、教育によってもたらされる金融リテラシーとは時

代を生き抜く「生活技術」であると定義しています。継続教育

は複雑な人生100年時代に向き合う従業員の生きる力を向上

させ、さらには企業の力を向上させることにつながるでしょう。

教育はコストではなく企業価値を向上させる投資との認識が重

要です。


